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平成 24年３月 17日 

各 位 

会社名 株式会社 JBISホールディングス 

代表者名 代表取締役社長 内池 正名 

(コード番号 3820 東証第一部) 

問合せ先 取締役 本多 修 

(TEL 03-3630-7014) 

株式会社エヌ・ティ・ティ・データによる 
当社株券に対する公開買付けの結果並びに 

親会社及び主要株主である筆頭株主の異動に関するお知らせ 

株式会社エヌ・ティ・ティ・データ（以下「エヌ・ティ・ティ・データ」といいます。）が平成 24 年２月 

１日より実施しておりました当社普通株式に対する公開買付け（以下「本公開買付け」といいます。）が、平 

成 24 年３月 16 日をもって終了し、エヌ・ティ・ティ・データより添付のとおり本公開買付けの結果が公表 

されましたので、お知らせいたします。 

また、本公開買付けの結果、平成 24 年３月 23 日をもって当社の親会社及び主要株主である筆頭株主に異 

動が発生する見込みとなりましたので、下記のとおり併せてお知らせいたします。 

記 

Ⅰ．本公開買付けの結果について 

当社は、本日、添付資料「株式会社ＪＢＩＳホールディングス株券に対する公開買付けの結果に関す 

るお知らせ」に記載のとおり、本公開買付けの結果について、エヌ・ティ・ティ・データより報告を受 

けました。 

なお、本公開買付けに係る応募株券等の数の合計が買付予定数の下限以上となりましたので、本公開 

買付けは成立しております。 

Ⅱ．親会社及び主要株主である筆頭株主の異動について 

１．異動に至った経緯 

平成 24 年１月 31 日、エヌ・ティ・ティ・データは本公開買付けを行う旨を公表し、当社は同日開催 

の取締役会において、本公開買付けに対し賛同の意見を表明するとともに、当社の株主の皆様に対して 

本公開買付けに応募することを推奨することを決議し、その旨を公表しました。 

平成 24年２月１日から平成 24年３月16日までに実施された本公開買付けの結果、当社は、エヌ・テ 

ィ・ティ・データより、本公開買付けにおいて当社普通株式 23,318,401 株の応募があり、その全てを取 

得することとなった旨の報告を受けました。 

この結果、本公開買付けの決済が行われた場合には、エヌ・ティ・ティ・データは平成 24 年３月 23 

日（本公開買付けの決済開始日）をもって、当社に対する議決権所有割合が過半数となり、当社の親会 

社及び主要株主である筆頭株主に該当することとなります。これに伴い、エヌ・ティ・ティ・データの
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親会社である日本電信電話株式会社（以下「日本電信電話」といいます。）も、当社の親会社に該当する 

こととなります。 

また、日本証券金融株式会社（以下「日本証券金融」といいます。）は、保有している当社普通株式 

4,059,527 株につき、本公開買付けに応募したため、平成 24 年３月 23 日をもって当社の主要株主であ 

る筆頭株主に該当しないこととなりますが、引き続き当社に対する議決権所有割合が10％を超えるため、 

当社の主要株主に該当することとなります。 

２．異動する株主の概要 

（１）新たに親会社及び主要株主である筆頭株主に該当することとなる株主の概要 

（１） 名 称 株式会社エヌ・ティ・ティ・データ 

（２） 本 店 所 在 地 東京都江東区豊洲三丁目３番３号 

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 山下 徹 

（４） 事 業 内 容 システムインテグレーション事業、ネットワークシステムサービス事業 

（５） 資 本 金 の 額 142,520 百万円（平成23年３月 31日現在） 

（６） 設 立 年 月 日 昭和 63年５月 23日 

（７） 事 業 年 度 の 末 日 ３月 31日 

（８） 連 結 純 資 産 630,317 百万円（平成23年３月 31日現在） 

（９） 連 結 総 資 産 1,468,617 百万円（平成 23年３月 31日現在） 

（10） 大株主及び持株比率 

日本電信電話 54.18％ 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 4.52％ 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 3.98％ 

SSBT OD05 OMNIBUS ACCOUNT - TREATY CLIENTS 0.98％ 

資産管理サービス信託銀行株式会社（証券投資信託口） 0.92％ 

ＮＴＴデータ社員持株会 0.92％ 

THE BANK OF NEWYORK, TREATY JASDEC ACCOUNT 0.89％ 

ＪＰモルガン証券株式会社 0.85％ 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口４） 0.65％ 

STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY 505225 0.53％ 

（平成 23年９月 30日現在） 

資 本 関 係 

エヌ・ティ・ティ・データは当社の発行済普通株式総数 

（32,789,400 株） の 1.33％の普通株式を所有しています。 

また、当社の関係者及び関係会社の間には、特筆すべき資 

本関係はありません。 

人 的 関 係 

当社とエヌ・ティ・ティ・データとの間には、記載すべき 

人的関係はありません。また、当社の関係者及び関係会社 

とエヌ・ティ・ティ・データの関係者及び関係会社の間に 

は特筆すべき人的関係はありません。 

（11） 
上場会社と当該会社 

と の 関 係 

取 引 関 係 

当社とエヌ・ティ・ティ・データとの間には特筆すべき取 

引関係はありません。また、当社の関係者及び関係会社と 

エヌ・ティ・ティ・データの関係者及び関係会社の間につ 

いては一般的な取引先として商取引がございます。平成 

22 年度における取引実績としては、エヌ・ティ・ティ・
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データから当社の関係会社である日本電子計算株式会社 

（以下「日本電子計算」といいます。）への発注額が約174 

百万円、当社の関係会社である日本電子計算からエヌ・テ 

ィ・ティ・データへの発注額が約５百万円です。エヌ・テ 

ィ・ティ・データの関係会社である株式会社ＮＴＴデータ 

セキスイシステムズから当社の関係会社であるＪＩＰテ 

クノサイエンス株式会社への発注額が約 714 百万円、 当社 

の関係会社である日本証券金融からエヌ・ティ・ティ・デ 

ータへの発注額が約 0.35 百万円、当社の関係会社である 

日本証券代行株式会社 （以下 「日本証券代行」 といいます。） 

からエヌ・ティ・ティ・データへの発注額が約 11 百万円 

です。 

（２）新たに親会社に該当することとなる株主の概要 

（１） 名 称 日本電信電話株式会社 

（２） 本 店 所 在 地 東京都千代田区大手町二丁目３番１号 

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 三浦 惺 

（４） 事 業 内 容 地域通信事業、長距離・国際通信事業、移動通信事業及びデータ通信事業 

（５） 資 本 金 の 額 937,950 百万円（平成23年３月 31日現在） 

（６） 設 立 年 月 日 昭和 60年４月１日 

（７） 事 業 年 度 の 末 日 ３月 31日 

（８） 連 結 純 資 産 8,020,734 百万円（平成 23年３月 31日現在） 

（９） 連 結 総 資 産 19,665,596 百万円（平成 23年３月 31日現在） 

（10） 大株主及び持株比率 

財務大臣 32.65％ 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 3.58％ 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 2.41％ 

モスクレイ. アンド. カンパニー 1.94％ 

ザ チェース マンハッタン バンク エヌエイ ロンドン エス エル 

オムニバス アカウント 1.35％ 

エスエスビーティ オーディー０５ オムニバス アカウント トリーテ 

ィ クライアンツ 1.13％ 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口９） 1.02％ 

ＮＴＴ社員持株会 0.80％ 

ステート ストリート バンク アンド トラスト カンパニー ５０５ 

２２４ 0.74％ 

メロン バンク エヌエー アズ エージェント フォー イッツ クラ 

イアント メロン オムニバス ユーエス ペンション 0.72％ 

（平成 23年９月 30日現在） 

（注）日本電信電話は自己株式（保有割合 12.64％）を保有しております 

が、上記大株主からは除外しております。 

資 本 関 係 該当事項はありません。 （11） 上場会社と当該会社 

と の 関 係 人 的 関 係 該当事項はありません。
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取 引 関 係 該当事項はありません。 

（３）主要株主である筆頭株主に該当しないこととなる株主の概要 

（１） 名 称 日本証券金融株式会社 

（２） 本 店 所 在 地 東京都中央区日本橋茅場町一丁目２番10号 

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 増渕 稔 

（４） 事 業 内 容 貸借取引業務、金銭及び有価証券の貸付業務、有価証券等管理業務 

（５） 資 本 金 の 額 10,000 百万円（平成 23年３月 31日現在） 

（６） 設 立 年 月 日 昭和２年７月８日 

（７） 事 業 年 度 の 末 日 ３月 31日 

（８） 連 結 純 資 産 114,927 百万円（平成23年３月 31日現在） 

（９） 連 結 総 資 産 7,078,138 百万円（平成 23年３月 31日現在） 

（10） 大株主及び持株比率 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社 14.09％ 

NORTHERN TRUST GLOBAL SERVICES LTD RE 

NORWEGIAN CLIENTS ACCOUNT 6.09％ 

株式会社みずほコーポレート銀行 4.66％ 

公益財団法人資本市場振興財団 3.76％ 

株式会社みずほ銀行 3.30％ 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社 2.73％ 

資産管理サービス信託銀行株式会社 2.47％ 

BBH FOR SEI INVESTMENTS TRUST WORLD 

EQUITY EX-US FUND/JO HAMBRO 2.33％ 

STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY 1.69％ 

J.P. MORGAN CLEARING CORP-SEC 1.59％ 

（平成 23年９月 30日現在） 

資 本 関 係 

日本証券金融は当社の発行済普通株式総数（32,789,400 

株）の 32.27％（発行済普通株式 10,579,727 株）を保有 

しております。 

人 的 関 係 
日本証券金融の顧問１名が当社の取締役を、 日本証券金融 

の取締役１名が当社の監査役を兼任しております。 
（11） 

上場会社と当該会社 

と の 関 係 

取 引 関 係 

日本証券金融は、 当社の子会社である日本電子計算と業務 

委託契約に基づく取引を行っており、また、当社の子会社 

である日本証券代行に証券代行業務を委託しております。 

３．異動年月日（予定） 

平成 24年３月 23日（本公開買付けの決済開始日）
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４．異動前後における当該株主の所有する議決権の数及び所有割合 

（１）エヌ・ティ・ティ・データ 

（平成 24年３月 23日予定） 

議決権の数（議決権所有割合） 
属性 所有株式数 

直接保有分 合算対象分 合計 

大株主 

順位 

異動前 ― 435,000 株 
4,350 個 

（1.33％） 

―個 

（―％） 

4,350 個 

（1.33％） 
― 

異動後 
親会社及び主要株主 

である筆頭株主 
23,753,401株 

237,534 個 

（72.80％） 

―個 

（―％） 

237,534 個 

（72.80％） 
第１位 

（２）日本電信電話 

（平成 24年３月 23日予定） 

議決権の数（議決権所有割合） 
属性 所有株式数 

直接保有分 合算対象分 合計 

大株主 

順位 

異動前 ― ―株 
―個 

（―％） 

4,350 個 

（1.33％） 

4,350 個 

（1.33％） 
― 

異動後 親会社 ―株 
―個 

（―％） 

237,534 個 

（72.80％） 

237,534 個 

（72.80％） 
― 

（３）日本証券金融 

（平成 24年３月 23日予定） 

議決権の数（議決権所有割合） 
属性 所有株式数 

直接保有分 合算対象分 合計 

大株主 

順位 

異動前 

主要株主である 

筆頭株主および 

その他の関係会社 

10,579,727 

株 

105,797 個 

（32.45％） 

―個 

（―％） 

105,797 個 

（32.45％） 
第１位 

異動後 
主要株主および 

その他の関係会社 
6,520,200 株 

65,202 個 

（19.98％） 

―個 

（―％） 

65,202 個 

（19.98％） 
第２位 

（注） 「議決権所有割合」は、単元未満株式数についても本公開買付けの対象としているため、当社が平 

成 24年 2月 14日に提出した第６期第３四半期報告書に記載された平成23年12月 31日現在の総株主の 

議決権の数（326,008 個）に当社の上記第３四半期報告書に記載された平成 23年 12 月 31 日現在の単元 

未満株式数（29,500 株）に係る議決権の数（295 個）を加算した数（326,303 個）を分母として計算し 

ております（小数点以下第三位を四捨五入して表示しております）。 

５．今後の見通し 

エヌ・ティ・ティ・データは、当社の連結子会社化及び一定の基準を満たすことを条件として非公開 

化とする取引の一環として本公開買付けを行ってきましたが、上記の通り、本公開買付けにより当社の 

全株式を取得できず、かつ本公開買付けに対して応募された当社普通株式の総数から日本証券金融が応 

募した当社普通株式の数（4,059,527 株）及び日本ビルディング株式会社（以下「日本ビルディング」 

といいます。）が応募した当社普通株式の数（131,250株）を控除した数が基準株式数（14,353,467株）



­6­ 

（注１）以上となったため、今後、平成 24 年１月 31 日付で公表いたしました「株式会社エヌ・ティ・ 

ティ・データによる当社株券に対する公開買付けに関する賛同意見表明のお知らせ」２.（４）「上場廃 

止となる見込み及びその理由」及び２.（６）「本公開買付け後の組織再編等の方針（いわゆる二段階買 

収に関する事項）」に記載の一連の手続き（以下「本非公開化手続き」といいます。）に従って、エヌ・ 

ティ・ティ・データは当社の発行済普通株式の全てを取得することを予定しています。 

具体的には、 本公開買付けが成立した後、 平成 24年６月下旬開催予定の当社の第６回定時株主総会 （以 

下「本定時株主総会」といいます。）において、①当社において普通株式とは別の種類の株式を発行で 

きる旨の定款の一部変更を行うことにより、当社を会社法（平成 17 年法律第 86 号。その後の改正を含 

み、以下「会社法」といいます。）第２条第 13号の規定する種類株式発行会社とすること、②当社の発 

行する全ての普通株式に全部取得条項（会社法第 108 条第１項第７号に規定する事項についての定めを 

いいます。以下同じとします。）を付す旨の定款の一部変更を行うこと、及び③全部取得条項が付され 

た当社普通株式の全部（ただし、当社の自己株式を除きます。）を取得し、当該取得と引き換えに普通 

株式とは別個の種類の当社の株式を交付することの議案等を付議すること、並びに当社普通株式を所有 

する株主を構成員とする種類株主総会（以下「本種類株主総会」といいます。）を本定時株主総会の開 

催日と同日に開催し、本種類株主総会において上記②の議案を付議する予定です。エヌ・ティ・ティ・ 

データ及び日本証券金融は、本定時株主総会及び本種類株主総会において上記各議案に賛成する予定と 

のことです。 

なお、当社が平成 24 年３月 15 日付で公表いたしました「普通株主による種類株主総会招集のための 

基準日設定に関するお知らせ」においてお知らせいたしましたとおり、当社は、本種類株主総会におい 

て権利を行使することができる株主を確定するため、平成 24年３月 31 日（土曜日）（ただし、当日は 

株主名簿管理人の休業日につき、実質上は、平成 24 年３月 30 日（金曜日））を基準日と定め、同日の 

最終の株主名簿に記載又は記録された株主をもって、本種類株主総会において権利を行使することがで 

きる株主とすることを決議し、当該基準日に関する公告を実施しております。 

本非公開化手続きが実施された場合、 当社の発行する全ての普通株式に全部取得条項が付された上で、 

その全て（ただし、当社の自己株式を除きます。）が当社に取得されることとなり、当社の株主（ただ 

し、当社を除きます。）には当該取得の対価として当社の別個の種類の株式が交付されることになりま 

すが、当社の株主のうち交付されるべき当該別個の種類の株式の数が１株に満たない端数となる株主に 

対しては、会社法第 234 条その他の関係法令の定める手続に従い、当該端数の合計数（合計した数に端 

数がある場合には当該端数は切り捨てられます。）に相当する当該別個の種類の株式を売却すること等 

によって得られる金銭が交付されることになります。なお、当該端数の合計数に相当する当該別個の種 

類の株式の売却価格については、当該売却の結果、各株主に交付されることになる金銭の額が、本公開 

買付けにおける当社普通株式１株当たりの買付価格（以下「本公開買付価格」といいます。）に当該各 

株主が所有していた当社普通株式の数を乗じた価格と同一となるよう算定される予定です。また、全部 

取得条項が付された当社普通株式の取得の対価として交付する当社の株式の種類及び数は、本日現在に 

おいて未定ですが、エヌ・ティ・ティ・データ及び日本証券金融が当社の発行済株式（ただし、当社の 

自己株式を除きます。）の全てを所有することとなるよう、本公開買付けに応募されなかった当社の株 

主（ただし、エヌ・ティ・ティ・データ及び日本証券金融を除きます。）に対し交付しなければならな 

い当社の株式の数が１株に満たない端数となるように決定する予定です。 

上記各手続に関連する少数株主の権利保護を目的とした会社法上の規定として、上記②の普通株式に 

全部取得条項を付す旨の定款の一部変更を行うに際しては、会社法第 116 条及び第 117 条その他の関係 

法令の定めに従って、 株主はその有する株式の買取請求を行うことができる旨が定められており、 また、 

上記③の全部取得条項が付された当社の株式の全部の取得が本定時株主総会において決議された場合に 

は、会社法第 172 条その他の関係法令の定めに従って、株主は裁判所に対して当該株式の取得の価格の
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決定の申立てを行うことができる旨が定められています。 

当社の発行する全ての普通株式に全部取得条項を付し、当該株式の全てを取得するのと引き換えに当 

社の別個の種類の株式を交付するという上記の方法については、関係法令についての当局の解釈等の状 

況、本公開買付け後のエヌ・ティ・ティ・データ及び日本証券金融による当社普通株式の所有状況並び 

にエヌ・ティ・ティ・データ及び日本証券金融以外の当社の株主による当社普通株式の所有状況等によ 

り、実施に時間を要し、又は実施の方法に変更が生じる可能性があります。ただし、上記の方法を変更 

する場合でも、当社の各株主に最終的に交付されることになる金銭の額については、本公開買付価格を 

基準として算定される予定です。 

当社普通株式は株式会社東京証券取引所（以下「東京証券取引所」といいます。）市場第一部に上場 

されておりますが、本非公開化手続が実施された場合、東京証券取引所の上場廃止基準に従い、所定の 

手続きを経て上場廃止となる予定です。なお、上場廃止後は、当社普通株式を東京証券取引所市場第一 

部において取引することができなくなります。 

これら本非公開化手続きの内容等については、エヌ・ティ・ティ・データと協議の上、決定次第速や 

かに公表いたします。 

また、エヌ・ティ・ティ・データによれば、本非公開化手続きを経て当社普通株式が東京証券取引所 

において上場廃止となった後に、エヌ・ティ・ティ・データは日本証券金融との間で本非公開化手続き 

の完了後における当社の株式の保有割合がエヌ・ティ・ティ・データにおいて 80.00％、日本証券金融 

において 20.00％を目処となるように当社の株式の譲渡等を行う予定とのことです。 なお、 譲渡価格は、 

本公開買付けにおける当社普通株式１株当たりの買付け等の価格を基準として算定される予定とのこと 

です。また、エヌ・ティ・ティ・データは、かかる持分の調整を行った後に、当社に対して、日本電子 

計算との間で吸収合併を行うことを要請する予定とのことですが、どちらを吸収合併存続会社又は吸収 

合併消滅会社とするかについては、現時点においては未定であるとのことです。 

（注１） 「基準株式数」 とは、 当社の発行済普通株式の総数 32,789,400 株 （当社の自己株式 （114,300 

株）を除きます。）から平成 24年１月 31日現在において、エヌ・ティ・ティ・データ、日本証券 

金融及び日本ビルディングが保有する当社普通株式の数（それぞれ順に 435,000 株、10,579,727 株 

及び 131,250 株）を控除した数（21,529,123 株）に 66.67％を乗じた数（14,353,467 株。１株未満 

は切り上げております。）をいいます。 

６．開示対象となる非上場の親会社等の変更の有無等 

該当事項はありません。 

以 上 

（添付資料） 

平成 24 年３月 17 日付「株式会社ＪＢＩＳホールディングス株券に対する公開買付けの結果に関するお知ら 

せ」
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平成 24年 3月 17日 

各 位 

会 社 名 株式会社エヌ・ティ・ティ・データ 

代表者名 代表取締役社長 山下 徹 

（コード：9613、東証第１部） 

問合せ先 ＩＲ ・ ファイナンス室長 金江 隆司 

（TEL．03－5546－9962） 

株式会社ＪＢＩＳホールディングス株券に対する公開買付けの結果に関するお知らせ 

株式会社エヌ・ティ・ティ・データ（以下「当社」又は「公開買付者」といいます。）は、平成 24年 

１月 31 日開催の取締役会において、以下のとおり、株式会社ＪＢＩＳホールディングス（東京証券取 

引所第一部：コード番号 3820、以下「対象者」といいます。）の普通株式（以下「対象者株式」といい 

ます。）を金融商品取引法（昭和 23年法律第 25号。その後の改正を含みます。以下「法」といいます。） 

に基づく公開買付け（以下「本公開買付け」といいます。）により取得することを決議し、平成 24年２ 

月１日より本公開買付けを実施しておりましたが、 本公開買付けが平成 24年３月 16日をもって終了い 

たしましたので、その結果について以下のとおりお知らせいたします。なお、本書中の「株券等」とは 

、株券等に係る権利をいいます。 

１．買付け等の概要 

（１）公開買付者の名称及び所在地 

株式会社エヌ・ティ・ティ・データ 

東京都江東区豊洲三丁目３番３号 

（２）対象者の名称 

株式会社ＪＢＩＳホールディングス 

（３）買付け等に係る株券等の種類 

普通株式 

（４）買付予定の株券等の数 

買付予定数 買付予定数の下限 買付予定数の上限 
32,195,250（株） 15,959,701（株） ―（株） 

（注1）応募株券等の数の合計が買付予定数の下限（15,959,701 株）に満たない場合は、応募株券等の 

全部の買付け等を行いません。応募株券等の数の合計が買付予定数の下限以上の場合は、応募株 

券等の全部の買付け等を行います。 

（注2）「買付予定数」 は本公開買付けにより当社が取得する対象者株式の最大数を記載しております。 

なお、 当該最大数は、対象者が平成23年11月14日に提出した第６期第２四半期報告書に記載さ 

れた平成23年９月30日現在の発行済株式総数（32,789,400株）から、（ⅰ）本公開買付けを通 

じて取得する予定のない同報告書に記載された平成 23年９月 30 日現在の対象者が保有する自己 

株式（114,300株）、（ⅱ）対象者による自己株式としての取得が予定されている平成23年９月 

30日現在の日本証券代行株式会社が保有する対象者株式（44,850株）及び（ⅲ）本書提出日現在
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公開買付者が保有しており本公開買付けに応募する予定のない対象者株式（435,000 株）を控除 

した株式数（32,195,250株）となります。 

（注3）単元未満株式についても、本公開買付けの対象としております。なお、会社法に従って株主に 

よる単元未満株式買取請求権が行使された場合には、対象者は、法令の手続に従い本公開買付け 

における買付け等の期間（以下「公開買付期間」といいます。）中に自己の株式を買い取ることが 

あります。 

（注4）本公開買付けを通じて、対象者が保有する自己株式を取得する予定はありません。 

（５）買付け等の期間 

① 届出当初の買付け等の期間 

平成 24年２月１日（水曜日）から平成 24年３月 16 日（金曜日）まで（33営業日） 

② 対象者の請求に基づく延長の可能性 

該当事項はありません。 

（６）買付け等の価格 

普通株式１株につき、310円 

２．買付け等の結果 

（１）公開買付けの成否 

本公開買付けにおいては、応募株券等の数の合計が買付予定数の下限（15,959,701株）に満た 

ない場合は、応募株券等の全部の買付け等を行わない旨の条件を付しましたが、応募株券等の数 

の合計（23,318,401株）が買付予定数の下限以上となりましたので、公開買付開始公告及び公開 

買付届出書に記載のとおり、応募株券等の全部の買付け等を行います。 

（２）公開買付けの結果の公告日及び公告掲載新聞名 

法第 27条の 13第１項に基づき、金融商品取引法施行令（昭和 40年政令第 321号。その後の 

改正を含みます。） 第９条の４及び発行者以外の者による株券等の公開買付けの開示に関する内閣 

府令（平成２年大蔵省令第 38 号。その後の改正を含みます。以下「府令」といいます。 ）第 30 
条の２に規定する方法により、 平成 24年３月 17日に株式会社東京証券取引所において報道機関 

に公表いたしました。 

（３）買付け等を行った株券等の数 

株券等種類 ①株式に換算した応募数 ②株式に換算した買付数 

株 券 23,318,401株 23,318,401株 

新株予約権証券 ― 株 ― 株 

新株予約権付社債券 ― 株 ― 株 

株券等信託受益証券( ) ― 株 ― 株 

株券等預託証券( ) ― 株 ― 株 

合 計 23,318,401株 23,318,401株 

（潜在株券等の数の合計） ― （ ― 株） 

（４）買付け等を行った後における株券等所有割合
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買付け等前における公開買付者の 

所有株券等に係る議決権の数 
4,350個 （買付け等前における株券等所有割合1.33％） 

買付け等前における特別関係者の 

所有株券等に係る議決権の数 
105,797個 （買付け等前における株券等所有割合32.42％） 

買付け等後における公開買付者の 

所有株券等に係る議決権の数 
237,534個 （買付け等後における株券等所有割合72.80％） 

買付け等後における特別関係者の 

所有株券等に係る議決権の数 
65,202個 （買付け等後における株券等所有割合19.98％） 

対象者の総株主の議決権の数 326,008個 

(注1) 「買付け等前における特別関係者の所有株券等に係る議決権の数」及び「買付け等後における特別関係者の所 

有株券等に係る議決権の数」は、特別関係者（ただし、特別関係者のうち法第 27 条の２第１項各号における株 

券等所有割合の計算において府令第３条第２項第１号に基づき特別関係者から除外される者を除きます。 ）が所 

有する株券等に係る議決権の数を記載しております。 
(注2) 「対象者の総株主の議決権の数」は対象者の平成 24 年２月 14 日に提出した第６期第３四半期報告書に記載さ 

れた総株主の議決権の数です。ただし、単元未満株式についても本公開買付けの対象としているため、 「買付け 

等前における株券等所有割合」及び「買付け等後における株券等所有割合」の計算においては、対象者の上記 

第３四半期報告書に記載された平成23年 12月 31 日現在の単元未満株式数 （29,500株） に係る議決権の数 （295 
個）を分母に加算し、326,303 個として計算しています。 

(注3) 「買付け等前における株券等所有割合」及び「買付け等後における株券等所有割合」は、小数点以下第三位を 

四捨五入しています。 

（５）あん分比例方式により買付け等を行う場合の計算 

該当事項はありません。 

（６）決済の方法 

① 買付け等の決済をする金融商品取引業者・銀行等の名称及び本店の所在地 

みずほ証券株式会社 東京都千代田区大手町一丁目５番１号 

② 決済の開始日 

平成 24年３月 23日（金曜日） 

③ 決済の方法 

公開買付期間終了後遅滞なく、本公開買付けによる買付け等の通知書を本公開買付けに応募 

された方（以下「応募株主等」といいます。） （外国人株主の場合はその常任代理人）の住所宛 

に郵送いたします。買付けは、現金にて行います。買付けられた株券等に係る売却代金を応募 

株主等（外国人株主の場合はその常任代理人）の指示により、決済の開始日以後遅滞なく、応 

募受付けをした公開買付代理人から応募株主等（外国人株主の場合はその常任代理人）の指定 

した場所へ送金するか、応募受付けをした公開買付代理人の本店又は全国各支店にてお支払い 

します。 

３．公開買付け後の方針等及び今後の見通し 

本公開買付け後の方針及び今後の見通しについては、 当社が平成 24年１月 31日に公表した 「株 

式会社ＪＢＩＳホールディングス株券に対する公開買付けの開始に関するお知らせ」に記載の内 

容から変更ありません。
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４．公開買付報告書の写しを縦覧に供する場所 

株式会社エヌ・ティ・ティ・データ 東京都江東区豊洲三丁目３番３号 

株式会社東京証券取引所 東京都中央区日本橋兜町２番１号 

以 上


